
3 2016.5.1 2広報えな

◆新しい行革が始まる

　
市
は
平
成
１８
年
３
月
に
市
行
財
政
改

革
大
綱
を
、
平
成
２３
年
２
月
に
は
第
２

次
市
行
財
政
改
革
大
綱
を
策
定
し
ま
し

た
。
大
綱
で
は
、
行
財
政
改
革
に
関
す

る
基
本
的
な
考
え
方
や
方
針
を
示
す
と

と
も
に
、
改
革
の
具
体
的
な
取
り
組
み

事
項
を
定
め
た
行
動
計
画
に
基
づ
き
、

限
ら
れ
た
経
営
資
源
で
最
大
の
効
果
を

上
げ
る
べ
く
行
財
政
改
革
を
推
進
し
て

き
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
職
員
数
の

適
正
化
や
市
有
施
設
の
移
譲
な
ど
に
よ

る
歳
出
の
抑
制
、
市
税
な
ど
の
収
納
強

化
に
よ
る
歳
入
の
確
保
な
ど
を
通
じ

て
、こ
の
５
年
間
で
お
よ
そ
８５
億
円（
平

成
２６
年
度
と
２７
年
度
は
試
算
額
）
の
財

政
的
な
効
果
を
上
げ
て
き
ま
し
た
。

■
課
題
１
　
高
齢
化

　
平
成
３７
年
に
は
全
国
の
高
齢
化
率
が

３０
㌫
以
上
に
な
る
見
通
し
で
あ
り
、
本

市
に
お
い
て
は
そ
れ
を
は
る
か
に
上
回

る
３７
・
５
㌫
に
な
る
と
推
計
さ
れ
て
い

ま
す
。
ま
た
厚
生
労
働
省
の
推
計
に
よ

る
と
、
平
成
２４
年
度
か
ら
平
成
３７
年
度

に
か
け
て
介
護
給
付
費
は
２
・
４
倍
、

医
療
給
付
費
は
１
・
５
倍
と
、
超
高
齢

社
会
の
進
行
に
伴
う
社
会
保
障
費
の
急

激
な
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

■
課
題
２
　
施
設
の
老
朽
化

　
公
共
施
設
や
公
共
イ
ン
フ
ラ
な
ど
の

老
朽
化
が
進
み
、
今
後
多
く
の
施
設
が

大
規
模
修
繕
や
更
新
の
時
期
を
迎
え
る

こ
と
か
ら
、
統
廃
合
や
長
寿
命
化
な
ど

の
見
直
し
を
進
め
て
も
な
お
現
在
の
公

共
投
資
額
を
超
え
る
多
額
の
費
用
が
必

要
と
な
り
ま
す
。

■
課
題
３
　
少
子
化

　
市
税
な
ど
の
歳
入
面
で
は
、
少
子
化

に
よ
る
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
本
格

化
す
る
た
め
厳
し
い
状
況
と
な
り
ま

す
。
そ
れ
だ
け
に
超
高
齢
社
会
・
人
口

減
少
社
会
を
ど
の
よ
う
に
乗
り
越
え
る

か
が
、
持
続
可
能
な
恵
那
市
を
実
現
す

る
上
で
重
要
な
鍵
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
本
市
を
取
り
巻
く
環

境
が
一
層
厳
し
さ
を
増
す
中
、高
度
化
・

多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
迅
速
に
対

応
す
る
た
め
に
は
、
よ
り
必
要
性
が
高

い
事
業
に
重
点
を
置
き
、
今
の
時
代
に

合
わ
な
く
な
っ
た
も
の
や
優
先
度
が
低

い
も
の
を
見
直
す
な
ど
の
取
り
組
み
が

不
可
欠
で
す
。
ま
た
新
た
な
財
源
を
確

保
す
る
た
め
の
さ
ら
な
る
努
力
や
、
超

高
齢
社
会
・
人
口
減
少
社
会
に
対
応
す

る
た
め
の
戦
略
的
な
対
策
も
必
要
で

す
。
加
え
て
、
地
域
内
分
権
改
革
の
推

進
に
よ
っ
て
、
住
民
と
地
域
が
主
役
と

な
っ
た
ま
ち
づ
く
り
を
行
政
が
後
押
し

す
る
仕
組
み
の
実
践
と
そ
の
継
続
が
求

め
ら
れ
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
重
要
な
課
題
を
直
視
し
、

市
民
か
ら
期
待
さ
れ
て
い
る
質
の
高
い

事
業
・
サ
ー
ビ
ス
を
持
続
的
に
展
開
し

て
い
く
た
め
、「
オ
ー
ル
恵
那
市
」
の

考
え
方
を
基
本
と
し
て
、
第
２
次
行
財

政
改
革
大
綱
で
掲
げ
た
「
経
営
と
協
働

で
さ
ら
な
る
改
革
」を
一
層
発
展
さ
せ
、

「
地
域
を
経
営
す
る
」
と
い
う
考
え
方

に
基
づ
い
た
行
財
政
改
革
を
高
い
レ
ベ

ル
で
実
現
し
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

特
に
公
共
施
設
に
つ
い
て
は
、
地
域
自

治
区
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
が
進
展
す
る

中
、
分
野
横
断
的
な
視
点
に
立
ち
、
１０

年
後
を
見
据
え
た
将
来
人
口
で
維
持
可

能
な
施
設
の
あ
り
方
を
住
民
の
皆
さ
ん

と
協
議
し
な
が
ら
、
公
共
施
設
の
再
配

置
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
市
行
財
政
改
革
審
議
会
は
、
お
と
と
し
の
１０
月
３０
日
に
市
長
か
ら
「
第
３
次
行
財
政
改
革
大
綱
」
に
つ
い
て
諮
問
を
受

け
ま
し
た
。
審
議
会
は
７
回
の
会
議
と
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
延
べ
１０
回
開
催
し
、
昨
年
８
月
２１
日
に
審
議
会
か
ら
市
長
に

答
申
書
を
手
渡
し
ま
し
た
。
こ
の
第
３
次
行
財
政
改
革
大
綱
と
行
動
計
画
は
、
本
年
度
か
ら
５
年
間
、
市
の
経
営
の
指
針

と
な
る
も
の
で
す
。
こ
こ
で
は
、
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ
　
総
合
戦
略
・
人
口
減
少
対
策
チ
ー
ム
（
内
線
３
２
７
）

第
３
次
市
行
財
政
改
革
大
綱
が
決
定

新
し
い
行
革
が
始
ま
る

「
オ
ー
ル
恵
那
市
」
に
よ
る

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
す

「
質
」と「
量
」二
つ
の
改
革
を

基
本
方
針
と
す
る

　
多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
し

つ
つ
、
よ
り
効
果
的
な
事
業
運
営
や
市

民
の
利
便
性
、
満
足
度
の
向
上
を
目
指

し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
成
果
重
視
の
行

政
運
営
や
目
標
管
理
型
の
評
価
手
法
を

積
極
的
に
取
り
入
れ
、
定
着
を
図
り
、

各
地
域
の
課
題
解
決
の
た
め
市
民
や
地

域
が
主
体
的
に
活
動
で
き
る
、
地
域
自

治
区
な
ど
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
取
り

組
み
を
推
進
し
ま
す
。
そ
れ
ら
の
進
展

を
踏
ま
え
な
が
ら
、
限
り
あ
る
経
営
資

源
を
効
果
的
に
活
用
し
、
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
向
上
を
図
り
つ
つ
、
事
務
事
業
に

つ
い
て
不
断
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

同
時
に
市
民
参
加
の
下
で
公
共
施
設
の

在
り
方
を
根
本
か
ら
見
直
し
、
地
域
の

市
民
の
視
点
に
立
っ
た
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
向
上（
質
の
改
革
）

特
性
や
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
つ
つ
複
合

化
や
多
機
能
化
、
集
約
化
、
民
間
移
譲

な
ど
多
方
面
か
ら
の
検
討
を
加
え
、
公

共
施
設
の
再
配
置
計
画
を
策
定
し
、
推

進
し
ま
す
。
加
え
て
職
員
の
意
識
改
革

と
人
材
育
成
を
推
進
し
ま
す
。

【
具
体
的
な
改
革
項
目
】

❶
行
政
評
価
制
度
の
推
進

❷
業
務
改
善
の
実
施

❸
各
振
興
事
務
所
に
お
け
る
地
域
間
連

携
の
推
進

❹
市
民
の
視
点
に
立
っ
た
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
質
の
向
上

❺
若
者
・
女
性
の
会
議
へ
の
参
画

❻
市
民
の
声
を
施
策
に
反
映
さ
せ
る
た

め
、
諸
会
議
の
内
容
の
公
開

❼
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
独
自
利
用
の

推
進

❽
個
人
番
号
カ
ー
ド
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

平成２８年度行財政改革の一例　公共施設再配置計画の推進

▲串原振興事務所

▲串原コミュニティセンター

串原振興事務所と串原コミュニティセンターの機

能をサンホールくしはらへ集約し、複合的な施設

として地域振興と生涯学習を一体的に推進してい

きます。

▲サンホールくしはら

▲市行財政改革審議会から市長へ「第 3次行財政改革大綱」
を答申＝平成２７年８月２１日
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◆新しい行革が始まる

　
第
３
次
行
財
政
改
革
大
綱
で
は
、

平
成
２６
年
度
の
標※

２

準
財
政
規
模
を

１
８
１
億
円
と
し
、
平
成
３７
年
度
に
は

１
６
４
億
円
と
見
込
み
、　
１０
年
間
で

１７
億
円
が
減
少
す
る
と
推
計
し
て
い
ま

す
。
年
度
末
市
債
残
高
で
は
、
緊
急
性

や
必
要
性
、
財
政
状
況
を
踏
ま
え
平
成

　
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
を
着
実
に

推
進
す
る
た
め
に
、
市
総
合
戦
略
会
議

で
進
行
管
理
を
行
い
ま
す
。
ま
た
行
財

政
改
革
の
進　しん

ち
ょ
く捗
状
況
は
、
市
民
代
表

な
ど
か
ら
な
る
市
行
財
政
改
革
審
議
会

に
報
告
し
、
多
面
的
な
観
点
か
ら
評
価

や
意
見
を
求
め
る
と
と
も
に
、
さ
ま
ざ

ま
な
広
報
手
段
を
通
じ
て
市
民
に
分
か

り
や
す
く
公
表
し
て
い
き
ま
す
。

■
基
本
的
な
取
り
組
み

　「
オ
ー
ル
恵
那
市
」
の
考
え
方
を
基

■
行
動
計
画
の
検
証
と
見
直
し

　
計
画
期
間
は
平
成
２８
年
度
か
ら
平
成

３２
年
度
の
５
年
間
と
し
ま
す
。
た
だ

し
、
戦
略
的
に
行
財
政
改
革
を
進
め
る

た
め
、
平
成
３０
年
度
に
行
動
計
画
を
検

証
し
、
目
標
達
成
に
向
け
推
進
方
策
を

必
要
に
応
じ
見
直
し
ま
す
。

■
進
行
中
の
行
革
に
も
意
見
を

　
第
３
次
行
政
改
革
大
綱
と
行
動
計

画
は
、
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト（http://

w
w
w
.city.ena.lg.jp/

）
や
情
報

公
開
コ
ー
ナ
ー
で
公
開
し
て
い
ま
す
。

皆
さ
ん
の
意
見
を
ぜ
ひ
お
寄
せ
く
だ
さ

い
。

制
度
）
を
利
用
し
た
諸
証
明
書
の
コ
ン

ビ
ニ
交
付
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
向
上

❾
市
民
環
境
課
証
明
窓
口
に
お
け
る
証

明
書
発
行
の
拡
充

❿
市
自
主
運
行
バ
ス
の
運
行
方
法
の
見

直
し

⓫
広
報
の
充
実

⓬
広
聴
の
充
実

⓭
安
心
安
全
メ
ー
ル
の
利
用
促
進

⓮
公
共
施
設
再
配
置
計
画
の
推
進

⓯
地
域
限
定
施
設
（
地
域
集
会
施
設
な

ど
）
の
移
譲
と
廃
止

⓰
振
興
事
務
所
と
公
民
館
の
統
合

⓱
農
林
関
連
施
設
の
移
譲
と
廃
止

⓲
商
工
関
連
施
設
の
在
り
方
を
検
討

⓳
こ
ど
も
園
の
民
間
譲
渡
の
検
討

⓴
小
中
学
校
の
適
正
配
置
の
検
討

㉑
恵
那
南
地
区
の
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

統
合
の
検
討
と
ア
レ
ル
ギ
ー
対
応

㉒
給
食
提
供
の
在
り
方
の
検
討

㉓
指
定
管
理
者
制
度
導
入
施
設
の
適
正

管
理
の
推
進

㉔
介
護
保
険
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度

の
導
入

㉕
こ
ど
も
園
の
指
定
管
理
者
制
度
導
入

㉖
農
林
関
連
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度

導
入
ま
た
は
地
元
移
譲

㉗
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
関
連
施
設
の
再
配

置
と
管
理
運
営
体
制
の
合
理
化

　
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
を
的
確
に
捉

え
つ
つ
、
厳
し
い
財
政
環
境
に
適
切
に

対
処
し
て
い
く
た
め
に
、
簡
素
で
効
率

的
な
行
政
経
営
を
目
指
し
ま
す
。
そ
の

た
め
、
中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
財

政
計
画
の
下
、「
入※

１

る
を
量
り
て
出
ず

る
を
為
す
」
の
精
神
で
、
歳
入
・
歳
出

の
継
続
的
な
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
ま

た
収
納
対
策
の
一
層
の
充
実
や
ふ
る
さ

と
納
税
の
推
進
な
ど
、
さ
ら
な
る
財
源

確
保
を
図
る
た
め
の
取
り
組
み
を
行
い

ま
す
。
さ
ら
に
受
益
者
負
担
の
原
則
を

基
本
と
し
て
負
担
の
公
平
性
も
確
保
し

て
い
き
ま
す
。
加
え
て
、
ス
リ
ム
で
効

率
的
な
組
織
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、

権
限
と
責
任
を
明
確
化
し
、
円
滑
な
組

織
運
営
を
推
進
し
ま
す
。

【
具
体
的
な
改
革
項
目
】

㉘
職
員
定
数
の
適
正
化

㉙
時
間
外
勤
務
手
当
の
縮
減

㉚
補
助
金
の
適
正
化

㉛
外
郭
団
体
の
経
営
の
健
全
化

㉜
自
庁
シ
ス
テ
ム
の
サ
ー
バ
共
同
利
用

に
よ
る
シ
ス
テ
ム
経
費
の
削
減

㉝
投
票
所
な
ど
の
見
直
し

㉞
市
税
等
の
収
納
率
の
向
上（
現
年
分
）

㉟
市
税
等
の
収
納
率
の
向
上（
過
年
分
）

㊱
料
金
収
納
率
の
向
上
（
現
年
分
）

㊲
料
金
収
納
率
の
向
上
（
過
年
分
）

㊳
ふ
る
さ
と
納
税
の
推
進

㊴
広
告
収
入
事
業
の
推
進

㊵
市
有
地
の
有
効
活
用

㊶
公
共
施
設
維
持
経
費
の
削
減

㊷
振
興
事
務
所
に
お
け
る
事
務
の
整
理

㊸
中
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
と
市
民

会
館
の
施
設
統
合

㊹
介
護
老
人
保
健
施
設
の
稼
働
率
の
向

上㊺
病
床
稼
働
率
の
向
上

㊻
岩
村
保
健
セ
ン
タ
ー
の
運
営
形
態
の

検
討

㊼
消
防
施
設
の
在
り
方
の
検
討

㊽
消
防
団
器
具
庫
の
統
廃
合

㊾
老
朽
化
住
宅
の
取
り
壊
し

㊿
こ
ど
も
園
の
統
合

�
通
園
バ
ス
な
ど
の
利
用
者
の
受
益
者

負
担

�
教
職
員
住
宅
の
適
正
配
置

�
恵
那
市
恵
南
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
あ

お
ぞ
ら
の
検
討

簡
素
で
効
率
的
な
行
政
経
営

の
確
立
（
量
の
改
革
）

□平成37年度までの財政見通し

説明 H26年度 H27年度 H32年度 H37年度

標準財政規模 181億円 182億円 167億円 164億円

年度末市債残
高（普通会計）

342億円 329億円 306億円 239億円

経常収支比率 85.4％ 86.3％ 91.1％ 90.0％

普通交付税 90.8億円 90.4億円 73.6億円 70.6億円

市税 70.7億円 70.4億円 69.8億円 69.9億円

※標準財政規模　地方公共団体の標準的な状態で通常収入され
るであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額
等に普通交付税を加算した額です。

※経常収支比率　財政構造の弾力性を図る指標。人件費、扶助
費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経
費）に、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入
される一般財源（経常一般財源）がどの程度充当されたのかを
みるものです。市では、80％を超えると財政構造の弾力性が失
われつつあると言われていましたが、平成 24 年度決算では全
国の類似団体平均が 90.2％、岐阜県内の平均も 86.9％と全国的
に高止まる傾向にあります。

※普通交付税　全国どこに住んでいても一定水準の行政サービ
スが保てるよう国税収入の一部を地方自治体に交付するもので
す。
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市民（地域経営力の向上による持続可能なまちづくり）

行財政改革行動計画
（具体的な取り組み）

行財政改革大綱

改革項目

改革の柱
「質」「量」の改革

基本理念
「地域経営」

■第３次恵那市行財政改革の体系図

▲市民の代表などで構成される市行財政改革審議会。進行
状況を報告し、評価や意見を求める

※２標準財政規模＝５㌻左上の囲み内を参照


